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７ 財政計画 

（１）日本経済の情勢と国の財政 

日本経済は、令和２（2020）年以降、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けてきたが、令和

４（2022）年３月にまん延防止等重点措置が全て解除され、ウィズコロナの下で消費と設備投資に回復

が見られるなど、緩やかに持ち直している。一方、ロシアのウクライナ侵攻等による原材料価格の上昇

や円安による輸入物価の上昇は国内物価を上昇させ、家計・企業の活動に影響を与えている。また、

世界的な金融引締めの動き等により、海外の景気減速も懸念される。令和５（2023）年６月に発表され

た月例経済報告では、「景気は、緩やかに回復している。先行きについては、雇用・所得環境が改善

する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、世界的な金融引

締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上

昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。」としている。 

 このような経済状況の中、国の財政状況は、景気回復に伴い歳入が増加しており、基礎的財政収支

は赤字幅が縮小する見込みとなっているが、黒字化には遠く及ばない。国の借金である国債の残高

は令和５（2023）年度末に 1,068 兆円に達すると見込まれており、財政健全化に向けた取組みが必要

とされている。 

中長期的には、人口減少・少子高齢化の進行により、働く世代の減少が見込まれ、生産活動の停

滞や消費の縮小につながり、経済規模が縮小する可能性がある。加えて、拡大が続く社会保障制度

をどのように維持していくかは大きな社会経済の問題である。 

 

（２）武蔵野市の財政の状況と課題 

過去 10年間、歳入は大きく増収傾向となっており、令和４（2022）年度決算額は、793億円に達して

いる。令和２（2020）年以降は新型コロナウイルス感染症対策に係る国庫支出金、都支出金の増が見

られる。その他、国や都の税収増に伴い、税連動交付金等＊もこの 10 年間で大きく増となっている。

（図表１）。 
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歳入のうち市税収入は、370 億円台から堅調に伸びており、令和４（2022）年度には 431 億円に達し

ている。10年間で 14.9％、56億円の増となっており、歳入増の大きな要因となっている（図表２）。 

歳出では、義務的経費と呼ばれる人件費、扶助費＊、公債費＊が平成 25（2013）年度決算では 238 億円

だったが、令和４（2022）年度には 307億円となり、10年間で 69億円の増となっている。このうち、公債費＊

については市債抑制に努めたことから、11 億円の減となっている。一方、扶助費＊は高齢化の進行、障害

者福祉サービスや保育サービスの充実等により 70 億円の増となっている。今後も少子高齢化対策に係る

経費等の増が予想され、扶助費＊の増加が見込まれる。人件費については、会計年度任用職員に関する

制度改正等により、10年間で 10億円の増となっている。また、物件費は、継続的な事務事業見直し等によ

り経費節減に努めたものの、消費税率の改正や物価高騰の影響のほか、公共サービスの効率化の結果と

しての外部委託費の増により 10年間で 35.6％、47億円の増となっており、今後も増加傾向は続くことが見

込まれる。また、新型コロナウイルス感染症対策に係る補助金等の増により、令和２（2020）年度以降、補助

費等の大きな増が見られる。投資的経費＊は、平成 26（2014）年度からの武蔵野クリーンセンター建設事業

など大規模な建設事業の際に増額となっている（図表３）。今後、本計画期間である令和６（2024）年度以降

は、学校施設をはじめ老朽化した公共施設が順次更新の時期を迎えるため、建替えにさらに多額な費用

が必要となる。 
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基金については、今後の公共施設の更新等に備え、積極的な積立てに努めた結果、令和４（2022）

年度末の残高が、一般会計で 533 億円となっており、平成 25（2013）年度と比べ 47.6％、172 億円を

増加させることができた（図表４）。 

 

借入金については、令和４（2022）年度末の残高が、一般会計、下水道事業会計、土地開発公社あ

わせて、262億円で、平成 25（2013）年度に比べ 31.1％、118億円減少している（図表５）。 
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（３）これまでの実績と今後の財政運営等 

財政計画は、本市の総合的な行政運営を行うための財源的な裏付けを保証するものであり、この財

政計画をもとに、第六期長期計画・調整計画を策定している。 

第六期長期計画における令和２（2020）年度から令和４（2022）年度までの３年間の計画額と実績額

については、歳入、歳出とも計画額より実績額が上回っている（図表６、図表７）。 

歳入では、この間、計画時点で見込むことができなかった新型コロナウイルス感染症対策に係る国

庫支出金、都支出金の大きな増や、地方消費税交付金をはじめとした税連動交付金等＊が当初の計

画額よりも多かったことが乖離の主な要因である。市税については、個人市民税、固定資産税の増が

見られたが、令和３（2021）年度に都市計画税の軽減措置を講じたことによる減の影響もあり、結果とし

て計画額と大きな乖離は見られなかった。 

 

歳出については、令和２（2020）年度の特別定額給付金をはじめとした、新型コロナウイルス感染症

対策に係る補助費等や、光熱水費の急激な上昇等による物件費の増など、当初の計画において見

込むことのできなかった社会情勢の変化が乖離の主な要因の一つとなっている。 
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第六期長期計画・調整計画の実効性を担保し、規律を持った財政運営を行うため、令和６（2024）

年度から令和 10（2028）年度における財政計画の策定方法は、次のとおりとした。 

 

１ 財政計画は、一般会計について作成する。特別会計については、各会計の財政計画を作成し、

一般会計からの繰出金を推計する。 

２ 各年度の歳入・歳出は、令和５（2023）年度予算を基準とし、それ以前の決算額や推移も参考にする。 

３ 財政計画作成時点における税財政制度を前提とし、制度改正が確実なものは当該年度に計上す

る。ただし、制度改正が確実である場合でも、財源負担等の内容が不明・未決定の場合は、現状

の制度にて計上する。 

４ 計画期間内の各年度にほぼ確実に予定され、見込むことができる歳入・歳出の増減は当該年度に

計上する。 

５ 武蔵野市の将来人口推計（令和４（2022）年 12月）を加味する。 

６ 基金残高は、過去の実績から年度ごとの決算予測を行い、基金積立金を算出し計上する。 

 

現状では豊かな財政力を有する本市において、今後、税収は安定的な推移が見込まれ、すぐに財

政がひっ迫するという懸念は少ない。しかし、今後、公共施設等の更新にかかる経費や、少子高齢化

のさらなる進行に伴う社会保障関係費等の経常的経費の増大に加え、予見できない支出ニーズも発

生し得る。こうした状況を踏まえ、第六期長期計画に掲げた「誰もが安心して暮らし続けられる魅力と

活力があふれるまち」を実現するために、長期計画・調整計画における財政計画や公共施設等総合

管理計画＊に基づき、毎年度の予算編成や予算管理を通じて財政規律を維持していくと同時に、基

金や市債を活用し持続可能な財政運営を図りながら、必要な投資を行っていく必要がある。計画期間

における財政運営は、次の事項に留意し、取り組んでいく。 

〇既存事業を見直し、経常収支比率＊を今後も 88.0％以下に抑えるよう努めながら、必要な投資を

行っていく。 

〇市債は、世代間における負担の公平性を図るとともに、将来の過度な財政負担を回避する観点

から、一般財源及び基金の充当とのバランスをとり、あわせて市債残高にも留意する。 

〇基金は、今後の公共施設や大規模な都市基盤施設の更新に対し、有効に活用していく。 

 

さらに、今後の市政運営に大きな影響を及ぼす事態が発生した場合、いち早くそれらを察知し、早

期に適正な対応を図るため、財政運営の見直し基準を以下の２段階で設定する。 

 

１ 以下のいずれかの条件を満たす場合、将来の財政状況を検証するための財政シミュレーション

（88ページ参照）を再度実施する。 

① 市の人口推計が見直された場合 

② 経常収支比率＊88.0％を超えた場合 

③ 将来負担比率がゼロを超えた場合 
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２ さらに、以下のいずれかの条件を満たす場合、財政状況が相当に悪化しているものと認識し、抜

本的な歳出削減策を目的とした、市独自の財政改善計画を作成する。 

① 経常収支比率＊95.0％を超えた場合 

② 将来負担比率が 100.0％を超えた場合 

 

≪財政運営の見直し基準である経常収支比率＊と将来負担比率の推移≫ 

 

市の財政の弾力性を示す指標である経常収支比率＊は、平成 25（2013）年度以降、おおむね 80％

台で推移している（図表８）。なお、令和４（2022）年度は、市税収入の増等により、前年度から 3.0 ポイ

ント減の 81.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和４（2022）年度の全国市町村平均は未公表 
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市の財政を圧迫する可能性の度合いを表す将来負担比率は、将来において返済や支払が必要と

なる金額（実質的な負債）の標準財政規模＊に対する割合によって算出し、プラス表示は財政圧迫の

要因となることを、マイナス表示は将来負担が少ないことを表している。 

 本市では、平成 25（2013）年度以降、おおむねマイナス 70～90％の範囲で推移している（図表９）。 

 

（４）財政計画（令和６（2024）～令和 10（2028）年度） 

令和６（2024）年度から令和 10（2028）年度までの５年間の財政計画は図表 10のとおりとなる。 

歳入のうち市税は、令和５（2023）年１月時点の税制をベースに見込んだ。ふるさと納税制度による

減収も見込んでいるが、令和６（2024）年度評価替による固定資産税等の評価額の上昇等により、計

画期間の５年間の市税は、微増で推移すると推計した。 

国庫支出金及び都支出金は、扶助費＊、投資的事業、その他に区分し、それぞれに対して過去の

実績及び今後の投資的事業の計画から推計した。 

繰入金は、投資的経費＊に対する特定目的基金からの繰入れが５年間で合計 276億円と見込む。 

市債は、新規事業における適債事業から５年間で合計 120億円と見込む。 

歳出については、人件費は給与改定を見込まず、また、退職手当については、定年延長に係る制

度改正を勘案し推計した。 

扶助費＊は、人口推計やこれまでの決算額の推移に基づき推計した。 
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公債費＊は、３年据置き 20年償還、借入利率は過去30年間の平均利率である 1.86％で推計した。 

物件費は、計画期間における光熱水費や委託料等の物価上昇、学校改築に係る備品購入費、消

耗品費等を勘案し推計した。 

補助費等は、令和５（2023）年度と同規模と見込み、下水道事業会計負担金を勘案して推計した。 

繰出金は、特別会計ごとに作成した財政計画から５年間合計で 294億円と推計した。 

投資的経費＊については、計画期間中には、小中学校の改築、保健センターの増築及び複合施設

整備、公共施設の保全工事など、多額の経費を要する事業が予定されている。こうした投資的経費＊

は全体で 661億円と見込まれ、その財源内訳は図表 11のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金及び市債の残高は図表 12のとおりである。 

基金については、決算見込みにおける歳入・歳出の差額を積み立てるものとした。決算見込みは

計画額にこの５年間の決算額から求めた歳入の収入率と歳出の執行率を勘案して求めた。こうして算

出した結果、令和 10（2028）年度における一般会計の基金残高は 543億円で、５年間で 36億円の減

となる。 
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令和６（2024）年度から令和 10（2028）年度までの、５年間の財政計画及び一般会計における基金と

市債等の残高見込みは図表 13のとおりである。 
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≪参考≫ 長期財政シミュレーションについて 

■財政シミュレーションの位置付けについて 

これまで、第五期長期計画・調整計画、第六期長期計画と掲載してきた長期財政シミュレーション

については、シミュレーション通りになるのかという正確性への言及や、可能性のある複数シナリオを

提示した方が良いという意見などがあり、その掲載方法や位置付けが課題となっていた。 

今回、財政シミュレーションを作成するにあたり、第六期長期計画・調整計画策定委員会において、

改めて実施の目的について協議を行った。 

本市では、今後 30年間にわたって公共施設の大更新期を迎え、多額の投資的経費＊が生じるとい

う、財政上の大きな課題が存在する。そのため、本シミュレーションについては、この課題に十分対応

することができるかどうかを評価するためのものと位置付け、現時点で最も蓋然性が高いと思われる一

つのシナリオを作成し、推計を実施することとした。あわせて、本シミュレーションは、将来の財政状況

を正確に予測することに主眼を置くものではなく、将来の財政状況を検証するためのものであることを

再確認した。 

 

■第六期長期計画・調整計画における財政シミュレーション 

現状の社会経済状況、社会保障制度や税財政制度を前提に、本市の将来人口推計を考慮し、昨

今の物価高騰も投資的経費＊や物件費に加味して、令和６（2024）年度から令和 35（2053）年度までの

30 年間のシミュレーションを作成した。なお、公共施設の更新等の費用については、第２期武蔵野市

公共施設等総合管理計画＊に基づいたうえで、一定の物価上昇率や令和５（2023）年６月末時点まで

の追加、変更を反映して算出している。 

歳入については、市税はシミュレーション期間半ばまでは微増ないし、横ばいで推移するものの、

その後は生産年齢人口の減などにより逓減していくと見込む。国庫支出金については、一部投資的

経費＊を対象とした補助を見込むものの、全体では国の財源不足から増は厳しいと見込まれる。 

歳出については、特に高齢者人口の増を背景に、社会保障費にあたる扶助費＊や介護保険事業

会計等への繰出金の増が見込まれる。物件費についても、物価高騰や労務単価増の影響から一定

期間逓増が続くものと想定している。なお、公共施設の大更新期を迎え、投資的経費＊の増大は市の

財政に大きな影響を与える要因であり、その推移を注視していく必要がある。 

シミュレーション期間における、市債と基金の推移予測に関しては、市債、基金ともに投資的経費＊

の財源として積極的な活用を図り、最終年度である令和 35（2053）年度には、市債残高 401 億円、基

金残高 117億円を見込んでいる。 
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なお、本シミュレーション作成時点（令和５（2023）年６月末）において、国が検討を進めている児童

手当の所得制限撤廃に伴う扶助費＊の増や、事業の実施時期や規模が定かではない吉祥寺南口駅

前広場事業、三鷹駅北口駅前広場事業の投資的経費＊等の増に関しては、本シミュレーションには

未反映としている。 

  

■第六期長期計画・調整計画における財政シミュレーションの評価 

今回のシミュレーションにおいては、市税収入や税連動交付金等＊の収入が予測どおり推移した場

合、公共施設の大更新期を基金が枯渇することなく乗り切れる見通しが確認できた。同時に、更新に

係る多額の投資的経費＊に加え、物価高騰や労務単価増の影響による投資的経費＊の上乗せや物

件費の増、さらに扶助費＊や繰出金などの社会保障費の増などにより、基金残高の大幅な減、市債残

高の大幅な増は避けることができない見込みでもある。加えて、大規模災害や新たな感染症、景気の

低迷などの社会情勢の変化や算入できていない大規模事業などを踏まえると楽観視できる状況では

ない。 

公共施設等の更新を着実に進めながら、将来にわたって充実した市民サービスを継続していくた

め、引き続き、財政規律を維持しながら、経常経費の節減、事務事業の見直しなどの不断の努力を続

け、健全な財政運営を行っていく必要がある。 

  


